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資料 4-4

平成30年度当初予算案について

１） 予算全体の基本的な考え方

（背 景）

① 当市の団体規模に対する地方債残高の比率は高い状況にある中、平成31・

３２年度まで、当市最大の歳入科目である地方交付税の大幅な逓減（算定替加

算分と人口減分）が続く状況にあります。

② 東海環状自動車道の（仮称）高富インターチェンジが平成31年度に供用開

始の見通しの中、当市としては、これを契機としたまちづくりの推進が急務と

なっており、この効果の最大化を目指していくため、時期を逸することのない

ような予算措置も必要となっています。

（予算編成理念）

平成30年度当初予算案は、「包括的な子育て支援と女性の活躍」「インターチ

ェンジ開通を契機としたまちづくり」「健康寿命の延伸と高齢者の活躍」の３つ

の視点を重点的事項として、予算編成に取り組みました。

（予算のキャッチフレーズ）

平成30年度当初予算原案のキャッチフレーズは、

「みんなの活躍・安心を目指す積極型予算」としています。

（概 要） 「平成３０年度 山県市当初予算の概要」ｐ１参照

その結果、平成30年度当初予算案の金額は、一般会計は積極型の131.0億円

（Ｈ29は127.0億円、対前年度＋3.2%）で、2年連続の増加、9年ぶりの13

0億円超となっています。

特別会計は約73.4億円（Ｈ29は90.4億円、対前年度▲18.9%）で国民健康

保険の県への財政責任移転・公共下水道管渠のほぼ完了によるものです。

企業会計も合わせた予算総額は約214.7億円（Ｈ2９は228.8億円、対前年

度▲6.1%）となっています。

（新規事業）５８件、（拡充事業）２５件、（廃止･縮小事業）２８件

うち、一般会計分 （新規事業）５２件、（拡充事業）２２件、（廃止･縮小事業）２１件



- 2 -

２） 一般会計「歳入」の特筆事項
※ ［ｐ○参照］は、「平成３０年度 山県市当初予算の概要」のページ

（市 税） 2,938,515千円（▲26,460千円、▲0.89％）ｐ３参照

固定資産税▲30,210千円（▲2.2％）、たばこ税▲19,400千円（▲14.0

％）だが、市民税は＋23,790千円（＋1.8％）で、ほぼ前年度並み。市民減

少と地価下落の中では概ね良好と評価。ｐ10参照

（地方交付税） 4,750,000千円（▲80,000千円、▲1.66％）ｐ３参照

普通交付税は、合併算定替による加算分の逓減（加算分 ３割→１割）及

び人口減少による減少分（平成28年度から5年をかけて逓減）等を見込ん

で減額しているが、特別交付税は消防広域化分で増額。

（国庫支出金） 1,088,405千円（＋156,413千円、＋16.78％）ｐ４参照

社会資本整備総合交付金311,671千円（＋105,248千円）、地方創生交付

金付金32,000千円（＋32,000千円）などによる増額。

（県支出金） 646,662千円（▲145,643千円、▲18.38％）ｐ４参照

畜産クラスター補助金▲174,597千円（皆減）等により減額。

（寄附金） 70,000千円（＋60,000千円、＋600.00％）ｐ４参照

ふるさと応援寄附金を増額。

（財政調整基金繰入金） 885,326千円（▲55,099千円、▲5.86％）ｐ４参照

実質的な財源不足を補填する基金繰入れは、前年度よりも減額。

（諸収入） 592,600千円（＋349,430千円、＋143.70％）ｐ４参照

常備消防事務の委託（岐阜市へ）に伴う消防職員人件費負担金367,768千

円を増額。

（市 債） 1,044,100千円（＋68,000千円、＋6.97％）ｐ４参照

新たに公共施設等適正管理推進事業債27,800千円、6年ぶりに辺地債を6

6,300千円計上するなどして増額。ｐ１４参照

以上 【問い合わせ先】企画財政課 ０５８１－２２－６８２５
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［一般会計　歳入］ （単位：千円）

比率 ％ 比率 ％
金 額
ａ - ｂ

率
ａ / ｂ － １

市税 2,938,515 22.4 2,964,975 23.3 △ 26,460 △ 0.89%

地方譲与税 160,000 1.2 156,000 1.2 4,000 2.56%

利子割交付金 3,700 0.0 4,500 0.0 △ 800 △ 17.78%

配当割交付金 11,000 0.1 13,000 0.1 △ 2,000 △ 15.38%

株式等譲渡所得割交付金 9,000 0.1 4,000 0.0 5,000 125.00%

地方消費税交付金 460,000 3.5 450,000 3.5 10,000 2.22%

ゴルフ場利用税交付金 29,000 0.2 29,000 0.2 0 0.00%

自動車取得税交付金 35,000 0.3 30,000 0.2 5,000 16.67%

地方特例交付金 10,000 0.1 12,000 0.1 △ 2,000 △ 16.67%

地方交付税 4,750,000 36.3 4,830,000 38.0 △ 80,000 △ 1.66%

交通安全対策特別交付金 2,500 0.0 2,500 0.0 0 0.00%

分担金及び負担金 67,824 0.5 59,292 0.5 8,532 14.39%

使用料及び手数料 106,792 0.8 109,863 0.9 △ 3,071 △ 2.80%

国庫支出金 1,088,405 8.3 931,992 7.3 156,413 16.78%

県支出金 646,662 4.9 792,305 6.2 △ 145,643 △ 18.38%

財産収入 6,428 0.0 7,022 0.1 △ 594 △ 8.46%

寄附金 70,000 0.5 10,000 0.1 60,000 600.00%

繰入金 968,474 7.4 974,281 7.7 △ 5,807 △ 0.60%

繰越金 100,000 0.8 100,000 0.8 0 0.00%

諸収入 592,600 4.5 243,170 1.9 349,430 143.70%

市債 1,044,100 8.0 976,100 7.7 68,000 6.97%

合　　　　計 13,100,000 100.0 12,700,000 100.0 400,000 3.15%

款　　等　　名
平成３０年度

ａ
平成２９年度

ｂ

比　　　　　　　　較

備　　　考

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

市債
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[一般会計　歳出費目別］ （単位：千円）

比率 ％ 比率 ％
金 額

ａ - ｂ
率

ａ / ｂ － １

議 会 費 134,398 0.9 136,793 1.0 △ 2,395 △ 1.75%

総 務 費 1,405,737 10.7 1,272,938 10.0 132,799 10.43%

民 生 費 3,722,639 28.4 3,698,776 29.1 23,863 0.65%

衛 生 費 1,206,194 9.2 1,225,337 9.6 △ 19,143 △ 1.56%

労 働 費 2,000 0.0 400 0.0 1,600 400.00%

農 林 水 産 業 費 666,935 5.1 803,692 6.3 △ 136,757 △ 17.02%

商 工 費 352,972 2.7 427,763 3.4 △ 74,791 △ 17.48%

土 木 費 1,507,145 11.5 1,261,217 9.9 245,928 19.50%

消 防 費 1,014,934 7.7 571,853 4.5 443,081 77.48%

教 育 費 947,113 7.2 1,080,702 8.5 △ 133,589 △ 12.36%

災 害 復 旧 費 0 0.0 0 0.0 0 0.00%

公 債 費 2,078,689 15.9 2,158,450 17.0 △ 79,761 △ 3.70%

予 備 費 61,244 0.5 62,079 0.5 △ 835 △ 1.35%

計 13,100,000 100.0 12,700,000 100.0 400,000 3.15%

款　　　　名
平成３０年度

ａ
平成２９年度

ｂ

比　　　　　　　　較

備　　　考

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

予備費
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１） 主な歳出予算額の変動
※ ［ｐ○参照］は、「平成３０年度 山県市当初予算の概要」のページ

（総務費） 1,405,737千円（+132,799千円、＋10.43％）

○常勤職員（再任用等の一般管理費分） ＋37,004千円

○庁舎等設備調査及び大規模修繕改修計画策定業務委託料 ＋13,000千円・・・ｐ１６参照

○ふるさと応援寄附金事業 ＋34,312千円・・・ｐ１６参照

○ふるさと応援寄附金積立 ＋60,000千円・・・ｐ１６参照

○サーバー等機器更新 ▲6,500千円・・・ｐ１６参照

（民生費） 3,722,639千円（+23,863千円、+0.65％）

○やまがた健康･介護フェスタ ＋1,514千円・・・ｐ１８参照

○国保特別会計繰出金 ▲13,934千円・・・ｐ１８参照

○シルバー人材センター補助金 ＋2,800千円・・・ｐ１８参照

○高齢者在宅福祉事業 ＋3,469千円・・・ｐ１８参照

○介護保険特別会計繰出金 ▲8,350千円・・・ｐ１９参照

○福祉医療費助成費 ＋4,903千円・・・ｐ１９参照

○障がい者自立支援事業 ＋2,382千円・・・ｐ１９参照

○後期高齢者医療経費 ▲4,241千円・・・ｐ２０参照

○放課後児童クラブ事業（経常･臨時） ＋6,457千円・・・ｐ２０参照

○児童扶養手当給付費 ▲3,015千円・・・ｐ２０参照

○特別障がい者手当給付費 ▲2,150千円・・・ｐ２０参照

○児童手当給付費 ▲3,000千円・・・ｐ２０参照

○保育園管理費（経常･臨時） ＋43,845千円・・・ｐ２１参照

○ピッコロ療育センター管理費（経常･臨時） ＋13,897千円・・・ｐ２１参照

○児童発達支援事業 ＋13,541千円・・・ｐ２１参照

○生活保護事業 ＋5,367千円・・・ｐ２１参照

（衛生費） 1,206,194千円（▲19,143千円、▲1.56％）

○健康づくり増進事業 ▲2,415千円・・・ｐ２１参照

○予防接種事業 ▲1,819千円・・・ｐ２２参照

○健康増進事業 ＋6,246千円・・・ｐ２２参照

○クリーンセンター運営費 ▲15,188千円・・・ｐ２３参照

（農林水産業費） 666,935千円（▲136,757千円、▲17.02％）

○畜産クラスター補助金 ▲174,597千円・・・ｐ２４参照

○県単かんがい排水工事 ＋34,830千円・・・ｐ２４参照

○育林推進事業補助金 ＋5,554千円・・・ｐ２５参照
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○里山林整備事業委託料 ＋6,480千円・・・ｐ２５参照

○橋梁基本点検（林道橋）業務委託料 ▲4,913千円・・・ｐ２５参照

○治山林道事業 ▲11,600千円・・・ｐ２５参照

（商工費） 352,972千円（▲74,791千円（▲17.48％）

○企業立地報奨金 ＋2,042千円・・・ｐ２５参照

○企業立地奨励金 ＋4,018千円・・・ｐ２５参照

○工場用地基盤整備事業 ▲12,943千円・・・ｐ２５参照

○臨）企業立地促進（建設課分） ▲166,773千円

○地域経済牽引事業 ＋41,000千円・・・ｐ２６参照

○香り会館費 ▲7,928千円・・・ｐ２６参照

○美山キャンプ場管理費 ＋58,847千円・・・ｐ２６参照

○観光コンテンツ活性化業務委託料 ＋7,000千円・・・ｐ２６参照

（土木費） 1,507,145千円（+245,928千円、+19.50％）

○橋梁耐震補修設計･補修工事 ▲29,800千円・・・ｐ２７参照

○道路改良事業 ＋148,486千円・・・ｐ２７参照

○河川改良事業 ＋23,960千円・・・ｐ２７参照

○山県ターミナル整備事業 ＋279,520千円・・・ｐ２８参照

○都市計画基礎調査等委託料 ＋12,767千円・・・ｐ２８参照

○公共下水道事業特別会計繰出金 ▲210,883千円・・・ｐ２８参照

（消防費） 1,014,934千円（+443,081千円、+77.48％）

○消防総務（経常） ＋465,545千円・・・ｐ２８参照

（教育費） 947,113千円（▲133,589千円、▲12.36％）

○JTE学習支援員報酬･共済費 ＋14,276千円・・・ｐ３０参照

○小学校各種工事 ▲58,743千円・・・ｐ３０参照

○小学校備品購入費 ＋34,706千円・・・ｐ３０参照

○中学校各種工事 ▲37,644千円・・・ｐ３１参照

○美山中央公民館管理費（臨時・経常） ▲18,396千円・・・ｐ３２参照

（公債費） 2,078,689千円（▲79,761千円（▲3.70％）

○元金償還（H29 2,004,703千円 H30 1,948,209千円） ▲56,494千円・・・ｐ３３参照

○利子償還（H29 153,747千円 H30 130,480千円） ▲23,267千円・・・ｐ３３参照

以上 【問い合わせ先】企画財政課 ０５８１－２２－６８２５
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４） 一般会計「歳出」の特筆事項
※ 金額語尾の［ｐ○参照］は、「平成３０年度 山県市当初予算の概要」のページ

【包括的な子育て支援と女性の活躍】 女性の就労活躍を期すとともに、市

内企業の労働力不足の改善を目指すため、各種子育て支援を実施。

また、当市の合計特殊出生率（ベイズ推計値1.28）が県内最小値で

あることを踏まえて、不妊治療の支援や結婚願望者の実現も支援。

１．子育てと仕事を両立できる環境づくりを推進

１（新規）女性活躍推進事業 ５，０００千円 ｐ１６参照

市内企業において雇用者確保に苦労されているなか、魅力的な職場環境づくり

を促進していこうとする趣旨のもので、1/2の国庫補助申請もおこなっている。

すでに県では、従業員の「仕事と家庭の両立支援」や「女性の活躍推進」などの

取組について特に優れている企業を「岐阜県ワーク・ライフ・バランス推進エク

セレント企業」として認定しており、経済産業省では「健康経営優良法人」の認

定制度がある。

【問い合わせ先】企画財政課 ０５８１－２２－６８２５

２（拡充）病児等保育支援 ６，０８３千円 ｐ２０参照

保護者が安心して就労できるよう病児・病後児を預かっている施設（市内・広

域利用）に対して支援。また、経済的負担軽減として多子世帯に対して利用料の

助成を新たに実施。

３（継続）高富児童館指定管理 ２７，０４８千円 ｐ２１参照

子育て当事者等により組織するＮＰＯ法人の指定管理とする。なお、児童館の

管理だけにとどまることなく、「子育て支援事業」「地域子育て支援事業」「利用

者支援事業」も実施。

４（拡充）放課後児童クラブ室改修 １１，８５６千円 ｐ２０参照

放課後児童クラブの場所を学校敷地内移行していくため、梅原小学校内におい

て開設（９小学校中６校目）するための改修。

以上【問い合わせ先】福 祉 課 ０５８１－２２－６８３７
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2．子育て世帯を経済的に支援

５（継続）子ども医療費助成 １０１，００９千円 ｐ１９参照

中学生以下の医療費自己負担分については公費負担。高校生等の医療費自己負

担分（8,081千円）については、申請により、当該負担分を「山県まちづくり振

興券」の交付により助成。

【問い合わせ先】市民環境課 ０５８１－２２－６８２７

６（継続）幼稚園保育料助成 ２５，２１３千円 ｐ２９参照

平成27年9月以降の私立幼稚園保育料（3歳以上児、年額上限308,000円）

を「山県まちづくり振興券」の交付により助成。ただし、国の就園奨励費補助金

（21,296千円）対象分を除く。

【問い合わせ先】学校教育課 ０５８１－２２－６８４４

※1 歳入 保育園運営費負担 ▲７７，６９７千円（想定）

平成27年9月以降、第1子～3歳以上児の保育所徴収金（保育料）を無料化。

７（継続）出産祝金 １７，１００千円 ｐ２０参照

新生児出産時に、１子につき「山県まちづくり振興券」１０万円分を交付。当

該出産児が第３子以降の場合には、さらに当該児童１子につき「山県まちづくり

振興券」１０万円分を上乗せ交付。

3．結婚・出産希望のある市民の実現を支援など

８（拡充）結婚相談・婚活イベント事業委託 １，８１５千円 ｐ１８参照

出会いの機会が少ない独身男女のため、相談・イベント開催などを通じて出会

いの場を提供。結婚相談所の登録者増加に伴い相談体制を強化する。

９（継続）地域結婚支援協議会補助 １００千円 ｐ１８参照

地域の幅広い分野の関係者が連携し、地域の実情や結婚支援に関する情報を共

有しながら効果的な施策を企画実施し、結婚促進を支援する。

10（継続）結婚新生活支援事業費補助 ７２０千円 ｐ１８参照

主に若年層等の結婚を促進するため、新規に婚姻した低所得者世帯（世帯所得

340万円未満）の結婚に伴う新生活に必要な費用（住居費、引越費用等）を対象

に１世帯24万円を上限に補助する。

以上【問い合わせ先】福 祉 課 ０５８１－２２－６８３７
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11（継続）不妊検査費補助 ２００千円 ｐ２２参照

男性・女性の不妊検査の自己負担分を全額補助。

12（継続）一般不妊治療費補助 ４００千円 ｐ２２参照

一般不妊治療費の自己負担分を全額補助。

13（継続）特定不妊治療費補助 ３，０００千円 ｐ２２参照

特定不妊治療費の自己負担分を全額補助。ただし、年齢・回数制限等あり。

以上【問い合わせ先】健康介護課 ０５８１－２２－６８３９

４．子どもの健全な成長を育む環境整備など

14（新規）放課後子ども教室推進事業 ３，７４２千円 ｐ３２参照

平日の放課後を活用して週一回、教員経験者等地域住民の参画を得て全小学校

3年生を対象に学び続ける力の基礎となる学習習慣の定着を目指した学習の支援。

【問い合わせ先】生涯学習課 ０５８１－２２－６８４５

15（新規）ＪＴＥ学習支援員配置事業 １４，２７６千円 ｐ３０参照

小学校において英語の教科化に対応するため、従来の外国人英語講師（ALT）

に加え日本人英語活動支援員6名を確保し配置。

16（新規）プログラミング学習推進事業 ５１９千円 ｐ３０参照

新学習指導要領でのプログラミング学習に向けてロボット端末「Pepper」２台を

リース。プログラミング体験の中で、論理的思考力を身に付ける学習活動を推進。

17（拡充）小学校備品購入（教育ＩＣＴ関連） ３５，０００千円 ｐ３０参照

パソコン教室のパソコンを2in1型モバイル端末に更新。また、Wi-Fi環境の構築に

より普通教室等でもICT機器を活用した学習ができる環境を整備。さらに、電子黒板

等大型提示装置、教材提示用端末、デジタル教科書も配備。（市内小学校順次整備）

18（拡充）中学校備品購入（教育ＩＣＴ関連） １，９００千円 ｐ３１参照

パソコン教室のデスクトップパソコンのセキュリティ確保のため、ＯＳを

バージョンアップ。

19（継続）山高未来プロジェクト負担 １，０００千円 ｐ３０参照

市内に唯一存在する後期中等教育以上の学校である「山県高校」の活性化策を

検討等するための協議会の活動経費等に対して負担金を支出。

以上【問い合わせ先】学校教育課 ０５８１－２２－６８４４
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【インターチェンジ開通を契機としたあるまちづくり】 東海環状自動車道イン

ターチェンジ開通を契機とし、駅前機能を有するようなター

ミナル整備を推進。また、市内産業（製造業等）の活性化と

観光交流人口及び移住・定住人口増加の促進を目指し、市民

自身による認知度向上施策も推進。

1．バスターミナル周辺整備等

20（拡充）山県ターミナル整備事業 ３３６，１５３千円 ｐ２８参照

市都市再生整備計画に基づき、インター周辺にバスターミナルを整備するため

詳細設計の作成、道路改良工事の実施。別途、土地開発公社による先行用地取得

の債務負担行為あり。

21（新規）都市計画基礎調査等委託 １２，７６７千円 ｐ２８参照

人口や産業、土地利用等の実態を把握し、まちづくりの基礎とするため、５年

に１度の都市計画基礎調査を実施。また、都市計画区域の方針を示す都市計画区

域マスタープランの見直し、これに合わせて都市計画道路の見直しを検討。

以上【問い合わせ先】まちづくり・企業支援課 ０５８１－２２－６８３１

22（拡充）道路改良事業 ４６３，７９８千円 ｐ２７参照

インターチェンジ周辺における開通後の自家用車と歩行者等の行動において、

交通事故や交通渋滞等を回避するため、西深瀬地内の農免道路に歩道設置等の道

路整備工事を実施するほか、市内各所の道路改良を実施。

23（新規）河川改良設計委託 ４０，２７２千円 ｐ２７参照

インターチェンジへの１次アクセス道となる国道256号バイパス及び周辺の道

路整備に伴い必要となる河川改良の詳細設計等を策定。

以上【問い合わせ先】建 設 課 ０５８１－２２－６８３２

24（新規）公共交通 実証実験業務及び運行委託 ８，２３３千円 ｐ１７参照

市公共交通網形成計画に基づき、バスターミナルを拠点としたバスの新設路線

等の実証実験（市街地循環線・岐阜大学病院行きの新設、過疎地域昼間のデマン

ド運行）を実施。

【問い合わせ先】企画財政課 ０５８１－２２－６８２５
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２．市内産業（製造業等）支援と企業誘致による地域経済活性化促進

25（新規）地域経済牽引事業 ４１，０００千円 ｐ２６参照

平成29年度から地方創生交付金を活用して実施している事業。市の基幹産業で

ある水栓バルブ関連産業の生産性向上と人材確保等を図るため、先進設備投資を

補助し、合同就職説明会やプロモーション動画の作成をするほか、地元の若者の

就労促進等を図るため、市内高校等でのデュアルシステム受入れを支援。

26（拡充）商工会経営発達支援事業補助 ２，０００千円 ｐ２５参照

小規模事業者の持続的発展と、地域活性化につながる展示会の開催等の多面的

な取組を促進するため、商工会が実施する小規模事業者支援事業を支援。

27（継続）商工会補助（スタンプラリー含む） ２４，０００千円 ｐ２５参照

市内商工業の発展に寄与するための商工会の事業費の補助、平成27年度から商

工会が実施している「スタンプラリー事業」を引き続き実施するための補助。

28（新規）企業経営力強化セミナー補助 ４５０千円 ｐ２５参照

市内商工会会員企業を対象に、人材確保や事業承継、ワークライフバランス等

対策を目的としたセミナーを開催するための経費を補助。

29（継続）中小企業支援事業（出展支援含む） １，５６１千円 ｐ２５参照

市内企業の販路拡大等を支援するため、企業が企業展に出展する経費を補助。

また、市と商工会が連携した企業展への出展保持、企業同士のマッチングを促進

するＷＥＢサイトの運営。

30（拡充）工場用地等基盤整備事業 ３１８，０６８千円 ｐ２５参照

① 武士ヶ洞地内アクセス道整備

企業進出予定の武士ヶ洞地内へのアクセス道路の橋梁工事38,000千円、電柱

移転補償4,339千円等。

② 岩佐馬坂地内道路等整備

企業進出の可能性の高い、岩佐馬坂地内（岐北衛生施設利用組合東側）への上

水道布設工事等46,374千円、道路改良工事92,000千円。

③ 岐北厚生病院周辺整備

岐北厚生病院の改築に合わせ、同病院の南側道路の測量設計等13,950千円、

道路改良工事80,000千円、上水道布設工事10,506千円等。

31（新規）企業立地報奨 ２，０４２千円 ｐ２５参照

市の企業立地を促進するため、土地所有者から土地情報を収集登録し、登

録台帳用地について事業者と売買契約した場合、当該金額の１％を交付。
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32（継続）企業立地奨励 ２５，９２８千円 ｐ２５参照

市内の企業立地と雇用確保のため、固定資産税相当分を３年間と新規雇用従業

員の人数に応じ助成。

以上【問い合わせ先】まちづくり・企業支援課 ０５８１－２２－６８３１

３．市民自身による認知度向上、観光交流人口と移住・定住人口の増加促進

33（新規）魅力発信ＷＥＢサイト改修業務委託 １０，０００千円 ｐ１５参照

地方創生交付金を活用して、人気の高い本市のサイト「山県ベース」を市民等

利用者の参加型を取り入れるなどのリニューアル活用を目指す。

【問い合わせ先】企画財政課 ０５８１－２２－６８２５

34（新規）観光コンテンツ活性化業務委託 ７，０００千円 ｐ２６参照

平成29年度に地方創生事業の一環として創出した観光資源（コンテンツ）の連

携、活用していくための活性化施策を実施。

35（改変）香り会館等管理事業 １９，９００千円 ｐ２６・２８参照

四国山香りの森公園及び香り会館の管理について、施設の活性化と経費の節減

を図るため、平成30年度からは公園と香り会館を一体的に指定管理。

36（拡充）グリーンプラザ美山整備事業 ６０，０００千円 ｐ２６参照

本市有数の観光資源であるグリーンプラザ美山の利用者増を図るため、トイレ

を新設、バンガローの増設等を実施。

以上【問い合わせ先】産 業 課 ０５８１－２２－６８３０

37（継続）住宅等取得祝金・新築等祝金 ５，５３７千円 ｐ２８参照

市民の定住促進と市内産業の振興等を図るため、市内に住宅等を取得して

移住する場合等に１０万円分の「まちづくり振興券」を一括支給。

【問い合わせ先】建 設 課 ０５８１－２２－６８３２

38（継続）ふるさと暮らし奨励（移住・多世代） ５，３００千円 ｐ１７参照

地域コミュニティの活性化と市内産業の振興を図るため、３世代等の多世

代の同居又は近居しようとするときの新築･増改築･改修等の経費に対し、奨励金

を交付。

39（新規）田舎暮らし推奨企画振興業務委託 ４，０００千円 ｐ１７参照

空家活用・観光振興等の多様なステークホルダーを有機的に繋げ、活動を
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推進していく組織が主体となって、自立運営を目指した田舎暮らしを推奨す

る企画振興施策を実施。

40（継続）空家等利活用促進支援委託料 ２，０００千円 ｐ１７参照

平成28年度から実施している、移住等希望者に対する空家・空き店舗の情報提

供、その利活用を促進するコンシェルジュ業務を継続。

以上【問い合わせ先】まちづくり・企業支援課 ０５８１－２２－６８３１

41（継続）田舎暮らし空家活用支援事業補助 ７，５３０千円 ｐ１７参照

空家の有効活用により定住促進及び地域の活性化を図るため、本市の北部

地域に存在する空家に定住しようとする者の空家取得、改修及び賃貸等の経

費に対し補助。

【問い合わせ先】美山支所 ０５８１－５５－３１１１
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【健康寿命の延伸と高齢者の活躍】 医療費や介護給付費等の抑制を目指し、

様々な啓発活動等を推進するととも、高齢者の活躍を促進。

１．成人病等の予防・早期発見・早期治療と介護予防を推進

42（新規）やまがた健康・介護フェスタ １，５１４千円 ｐ１８参照

市内の医療機関、社会福祉法人、介護事業者等の関係各団体と協力し、健（検）

診や介護予防を啓発するためのイベントを開催。

43（新規）集団健診ＷＥＢ予約サービス ３２４千円 ｐ２２参照

特に若年層における受診率向上を目指し、スマートフォンやパソコンから簡単

に予約ができるサービスを開始。

44（継続）介護予防・生活支援サービス事業 ４３，２００千円 ｐ３７参照

要支援相当認定者を対象に平成２８年４月から実施している介護予防・日

常生活支援総合事業の中の介護予防・生活支援サービス事業として従来の介

護保険給付サービスにあった訪問型サービス（ホームヘルプサービス）、通所

型サービス（デイサービス）・通所型サービスＡ（ミニデイサービス）の継続

と新たな担い手として市が独自に養成したホームヘルパーが生活援助のみを

提供する訪問型サービスＡ事業を新たに実施。

45（継続）とじこもり予防事業 １３，７９０千円 ｐ３７参照

高齢者が要介護状態になること等の悪化を防ぐための知識の普及や社会参

加を促すための通いの場の提供を、NPO法人に委託し７教室３０会場で開催。

以上【問い合わせ先】健康介護課 ０５８１－２２－６８３８・６８３９

2．高齢者のいきがいづくりと活躍等を促進

46（拡充）シルバー人材センター補助 ９，９００千円 ｐ１８参照

新たに介護分野における派遣事業に着手するための事務量増加に対応する

職員の増員に対応し増額補助。

47（継続）市老人クラブ連合会等補助 ４，５１１千円 ｐ１９参照

連合会運営及び事業補助並びに市内各老人クラブ（34団体）の活動費等を補助。

48（新規）買い物弱者対策支援事業補助 ８００千円 ｐ１８参照

買い物が困難な状況に置かれた市民を対象として移動販売を実施している事

業者に対し、移動販売の継続実施を支援するため、燃料費等の経費を補助。（上

限400千円）
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49（新規）緊急通報システム管理（コールセンター） ４，４６４千円 ｐ１９参照

平成30年度からの岐阜市への消防事務委託に伴い、現在受信している消防署か

ら外部事業者へ通報先を変更。

以上【問い合わせ先】福 祉 課 ０５８１－２２－６８３７

50（新規）みやまジョイフル倶楽部空調設備工事 １，５００千円 ｐ３２参照

高齢者の買物支援や交流活動、乳幼児を対象とした教室の開催等、利用頻度の

高い交流室に空調設備を設置し、活動と施設利活用を促進。

51（継続）社会体育施設指定管理委託事業 ４３，０５０千円 ｐ３３参照

スポーツ振興推進と競技力向上及びサービス向上による利用者の増加を目指し、

市内15体育施設を一括してNPO法人にて指定管理。

以上【問い合わせ先】生涯学習課 ０５８１－２２－６８４５
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【その他（防災対策・安心生活確保・行政内部）】 前記以外のもので、防災

対策関連・安心生活確保関連のものや行政内部的なものなど。

1．防災対策・安心生活確保関連

52（継続）橋梁耐震補修設計・補修工事 ８０，７００千円 ｐ２７参照

市民の安全・安心を確保するための防災対策及び施設の適切な維持による長寿

命化を図るため、計画的に市内橋梁の補修を実施。西武芸橋の補修設計策定と円

原中切橋の補修工事を実施するほか、市内２９橋の法定点検も実施。

【問い合わせ先】建 設 課 ０５８１－２２－６８３２

53（新規）岐阜市への消防事務委託 ４７８，８２５千円 ｐ２８参照

平成30年度から開始する岐阜地域４市1町の消防広域化に関する事務委託料。

なお、本市の消防職員の給与費等として367,768千円も計上し、同額を雑入で

も計上（現時点で人事不明のため、年度末に精算予定）。

54（継続）消防施設管理（臨時） １８，９００千円 ｐ２９参照

耐震性防火水槽1基14,000千円設置分。今後も、計画的な整備を推進予定。

55（新規）第８分団本部詰所整備設計委託 １，５００千円 ｐ２９参照

第8分団の詰所を整備するための設計を策定。

56（新規）防火団体育成 ４，１６８千円 ｐ２９参照

平成31年度に本市の女性防火団体が、全国女性消防操法大会へ出場する予定で

あることを踏まえた大会用備品購入費や費用弁償等。

以上【問い合わせ先】消 防 本 部 ０５８１－２２－５１２１

57（新規）防災行政無線基本設計 ５，０００千円 ｐ２９参照

国の無線通信規制の改正により、平成34年11月末以降、電波規格が変更とな

って現行機器の使用が不可となるため、本市の防災行政無線のあり方を抜本的に

検討しつつ、基本方針を定めた基本設計を策定。

58（新規）Ｊ－ＡＬＥＲＴ受信機設備機器更新 ２，５３８千円 ｐ２９参照

現在使用している機器が平成31年度に受信不可能となるため、現行機器を更新。

以上【問い合わせ先】総 務 課 ０５８１－２２－６８２０

59（継続）救急病院運営費補助 ５８，３５５千円 ｐ２３参照

救急医療体制15床を確保するため、岐北厚生病院が救急医療の運営に要する経

費の一部を補助（特別交付税算定対象は８割分）。

【問い合わせ先】健康介護課 ０５８１－２２－６８３９
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60（新規）水道管路耐震化・更新計画策定業務委託 １２，４３３千円 ｐ４０参照

市民生活や社会経済活動に不可欠なライフラインである水道管路について、計

画的に耐震化を進めるための計画を策定。

61（新規）水道施設耐震簡易診断業務委託 １，３７２千円 ｐ４０参照

水道施設の防災対策を図るため、建築から４０年以上経過した施設の中で、他

に影響範囲が大きく及ぶ水道施設の耐震簡易診断を実施。

62（新規）円原浄水場硬度処理設備工事 ３１３，６３２千円 ｐ４０参照

家庭の温水器等機器に影響がある円原浄水場の水質改善を図り、市民が安心し

て利用できる水を供給するため、円原浄水場硬度処理設備工事を実施。

【問い合わせ先】水 道 課 ０５８１－２２－６８３５

２．行政内部関係等

63（新規）庁舎等設備調査及び

大規模修繕計画策定業務委託 １３，０００千円 ｐ１６参照

建築以来20年以上経過している本庁舎の長寿命化等を目指してくための調査と

計画の策定。

64（新規）ふるさと納税業務代行委託 ９，８００千円 ｐ１６参照

寄附金（ふるさと納税）が大幅に増額しており、新たに返礼品事務等を専門業

者へ代行委託。

【問い合わせ先】総 務 課 ０５８１－２２－６８２０


